


・用地補償の増額。 ・事業優先順位。

・工事場所の変更。 ・一個人の要望要求。

・特定会社の製品の採用。 ・高圧的な態度で叱責。

・不合理な地元要望のねじ込み。・秘書から恫喝を受ける。

・予算配分、予算の上積み。 ・本省へ連絡すると言われた。

　　

３．最近１年間、危機管理以外で休日や深夜
にメール着信等がありましたか。
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現行の方式で良い

手続きが煩雑であり、ミス防止の観点から不必要な項目など簡素

化を図る必要がある

契約方式（試行を含む）が多岐にわたるため整理する必要がある

一般競争を絶対化するのではなく規模、種別による発注方式とす

る

「天下り」がある限り制度をかえても変わらない

わからない

その他

不明

（ 設 問 ３ ） 職 場 環 境 や 健 康 に つ い て

簡素化、整理は必要
コロコロ変わる入札制度について、「手続きが

煩雑であり、ミス防止の観点から不必要な項目な

ど簡素化を図る必要がある」が７５％、「契約方

式が多岐にわたるため、整理する必要がある」が

６３％と答えており、多くの管理職員が入札制度

の簡素化を要望しています。また、「一般競争を

絶対化するのではなく、規模、種別による発注方

式とする」が３５％と一般競争入札に疑問を持っ

ています。

時間外勤務は低下
１年間の月平均時間外勤務は、
「１０時間未満」が４０％、「１
０～２０時間未満」が２６％、
「２０～３０時間未満」が１８％
となっています。前回の「１０時
間未満」が２９％、「１０～２０
時間未満」が２８％であり、時間
外勤務が低下傾向となっています
が、１５％が３０時間以上、年間
３６０時間の上限規制を上回って
います。

管理職員の負担が大きい
「変わる制度や仕組みを把握・理解す

るのも大変。工事発注も複雑、本来業務

はそっちのけで過重業務となっており、

部下の指導もできない。」との声も上

がっている中、管理職員の日常業務で早

急に改善する項目を答えて頂きました。

「予算消化主義の改善」が５０％、

「入札契約制度の見直し」が４５％、

「人事評価制度の改善」が３７％、「時

間外勤務の低減」が３４％と管理職員の

日常業務の中で、大きな負担になってい

る項目が明らかになりました。

約70%は休日出勤
１年間の休日等出勤は、約７
０％の人が休日等の出勤を余儀
なくされており、「災害・事故
対応」「イベント」が主な理由
となっています。なお、「ほと
んど無かった」が２９％、「５
回未満」が４７％となっており、
前回の「ほとんど無かった」が
１８％、「５回未満」が４８％
であり、休日勤務も低下傾向で
す。

（課題もあるが）推進を
「合理的と考えられるた

め推進すべき」が１３％と
ありますが、「定員削減に
つながるためやるべきでな
い」が２３％とあり、課題
もある中でのブロック化、
集中化となっていると思わ
れます。

政治家の圧力？
政治家の圧力を経験

した人は、１８％あり
ます。「要望」か「圧
力」かのとらえ方の違
いがあると考えられま
すが「用地補償」「工
事」「地元要望」「予
算」などへの圧力を経
験しています。また、
「叱責」「恫喝」のよ
うな経験もあります。

委託でなく職員で
「職員の増員で委託を減

らしていくべき」が３０％
と増員を求めていますが、
「定員削減のためやむ得な
い」が１９％や「委託がな
ければ業務が進まない」が
１５％のように、実態を反
映した声もあります。

４．施工監督、検査業務の民間委託が導入されていますがどう思いますか。 ５．業務のブロック化、集中化がされていますがどう思いますか。

６．毎年入札手続きが改訂されていますが、現行の入札制度についてどう思いますか。【複数回答可】

７－２．最近1年の日常業務の中で政治の圧力を経験もし

くは感じたことはありますか。【回答１つ】

７．日常業務について

７－１．管理職の業務で早急に改善を図るべきと考えているものを選んで下さい。【複数回答可】

７－３．「政治家（議員・秘書など）の圧力」はどのようなものですか。

１．最近の１年間の月平均時間外勤務は、どれ

ぐらい行いましたか。

２．最近の１年間で、休日等に何回の出勤がありましたか。
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ほとんどなかった

５回未満

５回～１０回未満

１０回～２０回未満

２０回以上

不明

危機管理以外の休日等のメール
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不明

・
地
元
要
望
を
手
広
く
受
け
す
ぎ
、
事
業
箇
所

過
多
で
あ
り
、
計
画
的
に
事
業
を
進
め
る
。

・
設
計
段
階
か
ら
し
っ
か
り
調
整
し
、
施
工
ま

で
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
作
成
し
手
戻
り
を
少
な

く
す
る
。

・
地
整
単
位
で
自
由
に
で
き
る
予
備
費
を
設
け
、

各
事
務
所
調
整
と
し
て
運
用
す
る
。

（
設
問
）
２-

-

４

《
民
間
委
託
導
入
を
ど
う
思
う
か
》

・
委
託
内
容
が
中
途
半
端
で
責
任
の
所
在
が
不

明
確
。

・
職
員
の
技
術
力
が
低
い
た
め
仕
方
が
な
い
。

・
民
間
委
託
を
導
入
し
て
も
発
注
者
の
技
術
力

が
低
下
し
な
い
よ
う
な
仕
組
み
が
必
要
。

・
職
員
の
増
員
が
原
則
だ
が
現
状
は
委
託
が
い

な
い
と
業
務
は
進
ま
な
い
。

・
技
術
力
低
下
に
歯
止
め
が
な
く
な
り
、
技
官

が
不
要
に
な
る
の
で
は
。

・
委
託
に
し
て
も
管
理
職
員
の
負
担
は
変
わ
ら

な
い
。
委
託
よ
り
業
務
量
の
削
減
が
必
要
。

・
検
査
業
務
は
委
託
で
よ
い
が
、
施
工
監
督
は

職
員
で
行
う
べ
き
も
の
。

・
民
間
委
託
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
、
チ
ェ
ッ
ク
す

る
技
術
力
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
。

（
設
問
）
２-

-

５

《
業
務
の
ブ
ロ
ッ
ク
化
、
集
中
化
を

ど
う
思
う
か
》

・
専
門
性
の
高
い
業
務
の
ブ
ロ
ッ
ク
化
は

良
い
が
、
合
理
化
の
た
め
の
ブ
ロ
ッ
ク
化

は
見
合
わ
せ
る
べ
き
。

・
機
能
す
れ
ば
合
理
的
。
し
か
し
、
余
計

に
複
雑
化
し
無
駄
が
多
く
な
っ
て
い
る
。

・
責
任
の
所
在
が
曖
昧
。

・
き
め
細
や
か
な
対
応
が
で
き
な
く
な
る
。

現
場
の
意
見
が
届
か
な
い
。
ブ
ロ
ッ
ク
化

よ
り
増
員
。

・
ブ
ロ
ッ
ク
化
に
よ
る
職
員
配
置
見
直
し

で
、
処
遇
改
善
が
リ
ン
ク
さ
れ
る
べ
き
。

・
過
度
な
集
約
化
は
ミ
ス
や
非
効
率
化
等

の
弊
害
が
発
生
す
る
。

・
良
い
悪
い
で
は
な
く
、
職
種
や
業
務
内

容
、
体
制
等
に
よ
り
ブ
ロ
ッ
ク
化
（
集
中

化
）
を
議
論
す
べ
き
。

・
ブ
ロ
ッ
ク
化
、
集
中
化
に
よ
り
業
務
執

行
に
支
障
が
出
て
い
る
。
意
思
疎
通
が
悪

く
効
率
的
で
は
な
い
。

・
推
進
す
べ
き
だ
が
、
一
極
集
中
は
問
題

あ
り
。
（
リ
ス
ク
ヘ
ッ
ジ
が
必
要
）

・
集
約
さ
れ
た
構
成
事
務
所
に
も
新
た
な

業
務
が
発
生
し
、
総
合
的
に
業
務
量
が
増

え
て
い
る
。

・
業
者
、
民
間
が
ど
う
思
っ
て
い
る
か
。

・
発
注
手
続
き
や
事
務
手
続
き
ミ
ス
防
止

の
た
め
集
中
化
は
す
べ
き
。

・
結
果
の
評
価
、
検
証
が
さ
れ
て
な
い
。

・
入
札
手
続
き
が
こ
こ
ま
で
複
雑
化
す
る

な
ら
、
合
理
化
は
必
要
。
集
中
化
す
る
こ

と
で
ミ
ス
は
減
っ
て
い
る
。

・
効
率
化
と
な
り
、
集
約
部
署
に
必
要
な

人
員
を
増
員
を
す
る
の
で
あ
れ
ば
い
い
。

・
弊
害
も
あ
る
。
増
員
す
べ
き
問
題
で
あ

り
、
ブ
ロ
ッ
ク
化
で
ご
ま
か
さ
な
い
で
欲

し
い
。

・
現
場
の
意
見
を
反
映
し
た
制
度
と
す
べ

き
。

健康に不安を抱えている
健康状態については、「通院」「今にも壊れそう」「過去１年間に事が原因で病気」「現在も心身の調子
が悪い」の何らかで心身の健康に問題を抱えている方は、２４％といる。さらに、「特に問題はないが、無
理をしていると感じている」が３１％と健康状態に不安を抱えて仕事に取り組んでいることになります。

（
設
問
）
２-

６

《
現
行
の
入
札
制
度
を
ど
う
思
う

か
》

・
現
行
制
度
の
検
証
を
す
べ
き
。

・
複
雑
で
わ
か
り
に
く
い
。
手
続
き
に
時

間
が
か
か
り
す
ぎ
て
施
工
工
期
に
制
約
を

受
け
る
。

・
毎
年
改
定
す
る
必
要
が
あ
る
の
か
。
職

員
が
つ
い
て
行
け
な
い
。
受
注
者
も
熟
知

し
て
い
な
く
不
調
に
な
る
。

・
業
務
品
質
も
向
上
し
た
の
で
価
格
競
争

に
戻
す
べ
き
。

・
本
来
の
目
的
で
あ
る
談
合
防
止
に
つ
な

が
っ
て
い
る
の
か
。

・
提
出
書
類
が
多
く
評
価
項
目
も
多
い
、

簡
素
化
す
る
と
こ
ろ
は
あ
る
。

・
毎
年
、
変
更
す
る
こ
と
は
や
む
得
な
い

が
、
シ
ス
テ
ム
化
し
て
説
明
書
を
作
成
す

る
こ
と
で
単
純
ミ
ス
は
減
る
と
思
う
。

・
ダ
ブ
ル
チ
ェ
ッ
ク
な
ど
は
机
上
の
空
論
。

出
来
る
時
間
が
無
い
、
人
員
も
い
な
い
。

・
無
駄
な
作
業
、
手
順
が
多
い
。

（
設
問
）
２-

７-

１

《
管
理
職
の
業
務
で
早
急
に
改
善
を

図
る
べ
き
も
の
》

・
人
事
評
価
制
度
は
意
味
が
な
い
、
廃
止

を
す
る
べ
き
。

・
人
員
不
足
が
問
題
、
組
織
的
に
仕
事
が

で
き
な
い
。
属
人
的
に
な
っ
て
い
る
。

・
部
下
か
ら
の
相
談
を
受
け
る
環
境
作
り
。

・
管
理
職
員
へ
の
時
間
外
手
当
、
休
日
手

当
の
支
給
。

・
事
務
所
課
長
の
管
理
職
指
定
を
外
す
。

・
職
場
の
問
題
点
等
に
対
し
、
真
摯
に
耳

を
傾
け
る
組
織
体
質
を
改
善
さ
せ
る
べ
き
。

・
管
理
職
員
の
技
能
研
修
の
充
実
と
組
織

的
支
援
体
制
の
確
立
。

・
管
理
職
員
の
働
き
方
に
見
合
う
対
価
が

必
要
。

そ
の
他
の
主
な
意
見

（
設
問
）
２--

１

《
職
場
実
態
で
何
を
改
善
す
べ
き
か
》

・
業
務
の
質
を
保
持
す
る
人
員
を
確
保
。

・
不
要
不
急
な
仕
事
は
ス
ク
ラ
ッ
プ
す
る
。

・
相
談
で
き
る
ス
タ
ッ
フ
職
員
の
増
員
。

・
研
修
を
増
や
し
ス
キ
ル
ア
ッ
プ
を
。

・
組
織
と
し
て
人
員
に
見
合
っ
た
業
務
内
容
に

す
る
。

・
空
き
ポ
ス
ト
係
長
に
職
員
の
配
置
。

・
若
手
職
員
を
増
や
す
。

・
仕
事
量
が
多
い
中
、
事
業
箇
所
を
広
げ
す
ぎ
。

・
本
省
、
本
局
で
な
く
事
務
所
、
出
張
所
に
増

員
を
。

・
説
明
資
料
の
簡
素
化
。
イ
ベ
ン
ト
等
の
上
層

部
か
ら
の
過
剰
な
関
与
を
な
く
す
。

・
単
年
度
予
算
執
行
の
縛
り
を
な
く
す
。

・
仕
事
内
容
を
合
理
化
し
た
上
で
増
員
要
求
。

・
国
の
責
務
を
発
揮
で
き
る
組
織
、
人
員
体
制

と
す
る
。

・
業
務
改
善
が
部
下
任
せ
に
な
っ
て
お
り
、
上

部
組
織
は
真
剣
に
議
論
す
る
必
要
が
あ
る
。

・
仕
事
を
し
て
い
る
人
が
限
ら
れ
て
い
る
の
が

問
題
。

・
職
員
不
足
に
合
わ
せ
、
事
務
所
間
の
偏
り
が

あ
る
。

・
異
動
の
回
数
を
減
ら
す
こ
と
で
効
率
的
に
で

き
る
。

・
削
減
を
義
務
付
け
し
た
法
律
の
見
直
し
。

・
省
と
し
て
の
ビ
ジ
ョ
ン
が
な
く
定
員
削
減
は

不
安
。

（
設
問
）
２--

２

《
現
状
で
何
を
改
善
す
れ
ば
、
業
務
が
無

理
な
く
進
め
ら
れ
る
か
》

・
単
年
度
会
計
、
補
正
予
算
執
行
、
翌
債
申
請

の
見
直
し
、
簡
素
化
。

・
技
術
の
伝
承
。
職
員
の
主
体
性
の
向
上
。

・
電
子
化
さ
れ
た
資
料
の
共
有
。
ア
ク
セ

ス
権
の
拡
大
に
よ
る
業
務
の
効
率
化
。

・
類
似
し
た
調
査
物
を
廃
止
し
、
デ
ー
タ
ベ
ー

ス
の
構
築
。
本
局
等
か
ら
の
資
料
依
頼
の
削
減
。

・
上
司
の
即
決
力
を
鍛
え
る
。

・
組
織
を
守
る
為
の
事
業
、
政
治
家
へ
の
忖
度

な
ど
不
用
な
事
業
の
廃
止
。
本
当
に
必
要
な
事

業
に
絞
る
。

・
上
部
機
関
か
ら
の
過
度
な
介
入
。

・
過
剰
な
横
並
び
、
予
算
獲
得
だ
け
の
仕
事
を

や
め
る
。

（
設
問
）
２-

-

３

《
無
駄
の
な
い
予
算
執
行
に
つ
い
て

何
が
必
要
か
》

・
翌
債
、
明
許
、
事
故
繰
越
し
手
続
の
簡
略
化
。

・
予
算
を
返
し
て
も
ノ
ー
ペ
ナ
ル
テ
ィ
。
逆
に

褒
め
て
欲
し
い
。

・
計
画
性
あ
る
施
策
と
し
、
本
省
主
導
の
無

理
な
予
算
確
保
を
や
め
る
。

・
国
債
を
活
用
し
た
発
注
、
補
正
予
算
は
国
債

を
前
提
に
す
る
。

・
常
態
的
な
補
正
予
算
を
や
め
、
当
初
予
算
へ

適
正
配
分
を
。

18%の管理職員が
上限規制を超えている
管理職員本人の１８％、部

下職員の３９％が上限規制を
超過しており、労働強化が継
続しています。

超過勤務の上限が

守られていない

人

（
設
問
）
３--

６--

４

《
超
過
勤
務
縮
減
す
る
た
め
の
方
策
は
》

・
業
務
内
容
の
効
率
化
と
基
本
的
技
術
の
習
得
。

・
真
に
国
民
に
必
要
な
純
粋
な
公
共
事
業
に
特

化
し
、
余
計
な
仕
事
は
減
ら
す
べ
き
。

・
使
い
易
い
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
の
導
入
。

・
出
来
高
制
度
。

・
無
理
な
期
限
で
も
優
先
す
る
体
制
の
見
直
し
。

・
青
天
支
給
の
見
直
し
。

・
発
注
業
務
を
簡
素
化
。

・
職
員
の
質
、
技
術
力
向
上
。
職
員
の
や
る
気
。

・
業
務
の
状
況
に
応
じ
た
人
員
の
配
置
。

・
本
省
、
本
局
の
意
識
改
革
。

・
業
務
経
験
の
豊
富
な
職
員
を
増
や
す
。

・
超
過
勤
務
手
当
が
な
く
て
も
生
活
が
で
き
る

給
与
体
系
の
確
保
。

・
み
ん
な
で
協
力
し
て
進
め
ら
れ
る
職
場
環
境

を
作
る
こ
と
。

・
自
身
が
超
過
勤
務
管
理
を
し
っ
か
り
す
べ
き
。

時
間
が
き
た
ら
直
ぐ
帰
る
こ
と
。

・
業
務
分
担
の
定
住
化
。

・
タ
イ
ム
カ
ー
ド
の
導
入
。

４．心身の健康を害している人が増えていますが、現在

の健康状態は如何ですか。

５．パワハラ（パワハラと感じた言動等）を受けたことがあります

か。【複数回答可】パワハラは早急に対処を
「過去に受けた」「現在も受

けている」を合わせて４７％と
約半数の方がパワハラを受けて
いることになります。なお、２
６名が現在もパワハラを受けて
おり、早急に手立てを取る必要
があります。
パワハラの加害者側も４％と

なっています。

６．「超過勤務の上限規制」について

６－１管理職員本人の上限規制は守られていますか。 ６－２部下職員の上限規制は守られていますか。 ６－３あなたの職場で、サービス残業はありますか。

サービス残業
「ある」２７％

当局はサービス残業は
ないと言っていますが、
サービス残業が「ない」
が４５％に留まり、２
７％が「ある」と回答
しています。早急な改
善が必要です。

71%
69%

14%
11%

12%
2%

7%
3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

職員の増員

業務の効率化、削減

業務の民間委託

特例業務の明確化

客観的な勤務時間管理

わからない

その他

不明

超勤縮減の方策について （複数回答）

増員と業務効率化で
超勤縮減を

慢性的な超過勤務を縮減す
るためには、「職員の増員」
が７１％，「業務の効率化、
削減」が６９％となっており、
管理職員の切実な声が現れて
います。

６－４縮減するために必要な方策は何

が考えられますか。【複数回答可】
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46%
24%

15%
13%

30%
23%

12%
2%
1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

短時間勤務なども選択可能にする

60歳以降も職務、給与水準も同等

60歳以降の民間給与に準拠

給与水準は、同一労働同一賃金

60歳以降役職を降り、従事職責に見合った給与水準

退職金はピーク時の賃金をベースに支給

わからない

その他

不明

60%

31%

14%

48%

3%

39%

24%

23%

4%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

フルタイム勤務を原則とし、ハーフ、フルタイムは本人の選択制にする

〇〇官、課長、出張所長経験者も５級格付けとする

業務内容を明確化にし、役職名を定める

経験・知識を生かした業務内容

フルもハーフの給与格付けと同等に

基本給を引き上げる

超勤・生活関連手当の支給

期末勤勉手当の支給月数を職員並みにする

その他

不明

19%

5%

13%

5%

13%

8%

35%

2%

0% 10% 20% 30% 40%

定年退職後再任用し、その後は退職したい

定年退職後は再任用し、その後は民間に再就職したい

定年退職後民間企業へ再就職したい

早期退職者制度により民間に再就職したい

定年延長を希望する

定年退職後は就労することは考えていない

まだ考えていない

不明

（ 設 問 ４ ） 職 場 要 求 に つ い て

支給実態は広がるが、まだまだ周知不足
休日等以外では、深夜に及んで業務を行っても「管理職手当の範疇」で処理され

ていたものが、ユニオンの要求で平日の深夜（０時～５時）については深夜勤務手

当が支給されるようになりました。その支給実態は、３０％の人が支給されていま

す。一方で、１９％の人が「手当の支給条件を知らなかった」と回答し、管理職特

別勤務手当同様に当局から周知・徹底させていく必要があります。

定年延長は、４６％が「短時間勤

務なども選択可能」との声が前回

（４７％）同様に高くなっています。

「６０歳以降役職を降り、従事職責

に見合った賃金」が３０％とある一

方、「６０歳以降も職務、給与水準

も同等」が２４％、「退職金はピー

ク時賃金をベースに支給」が２３％

という回答もあります。各人の働き

方、経済的、家庭環境などによって

多様な働き方を希望していると思い

ます。

フルタイムが基本だが、選択したい
「フルタイム勤務」が２４％、「週４日勤

務」が１６％となっています。再任用にあって

は、フルタイム、週４日、週３日の選択制が必

要です。一方で、「まだ考えていない」が３

７％となっています。

５５％が定年後も
働きたい

定年退職の働き方とし
て「定年退職後再任用し、
その後は退職」が１９％、
「定年延長」が１３％、
「民間企業へ再就職」が
１３％など無年金期間解
消のため就労希望があり
ます。一方で、「まだ考
えていない」が３５％と
なっています。

処遇改善を求める声が高く、

経験・知識を生かした業務を希望
「フルタイム勤務を原則とし、ハーフ・フルタイムは本人の選択制」が６

０％、「経験・知識を生かした業務内容」が４８％と前回のアンケートと同様

な傾向となっています。

「基本給の引き上げ」が３９％、「５級格付け」が３１％、「手当」が２

４％、「勤勉手当」が２３％と処遇改善を求める声も多く寄せられています。

２１％が手当支給条件を知らない
「在宅勤務」においても１１％の人に管理職員特別

手当が支給されています。しかしながら、「手当の支

給条件を知らなかった」が２１％もあります。

近畿や北陸で当局が認めなかった在宅勤務の手当支

給を行政措置要求で人事院が認めています。当局が責

任を持って手当申請を行うよう徹底すべきです。

１．「管理職特別勤務手当」について

１－２．振替休暇は取れていますか

１－３．振替休日(１日)に出勤した場合、管理職員

特別勤務手当を申請していますか。

１－６．平日の深夜における管理職特別勤務手

当（深夜勤務手当）について

振替休暇が取れてないが９５人
「振替休暇が取れてない（ほとん

ど、半分程度）」が１０％あり問題

です。

振替休日（１日）に緊急又は臨時

の業務で出勤した場合、管理職員特

別勤務手当の対象となりますが「管

理職員特別勤務手当を申請していな

い」が２６％、「管理職特別勤務手

当を申請できることをしらない」が

３４％もあります。働いているわけ

ですから、いずれも当局の責任でき

ちんとするべきです。

１－４．「管理職特別勤務手当」の支給要件

について

１－５．2013(H25)年度から、休日や深夜に自宅で地震や

水質事故対応など緊急の対応を行った場合、「管理職特

別勤務手当」が支給されるようになりました。

２．再任用について

２－１．退職後はどのように働きたいですか ２－３．義務的再任用はフルタイム勤務を原則にしていま

すが、国交省は短時間勤務の採用を基本としています。ど

のような働き方を希望しますか。

２－２．管理職が再任用するにあたって、すぐに改善すべき内容は【複数回答可】

３．定年延長について、どんな制度が必要ですか。【複数回答可】

４．早期退職募集制度について、どう思いますか。

手当も振替休暇もないが９人
「条件により支給される」が６

９％となっていますが、人事院はユ

ニオンの要求に基づいて「場所と時

間を限定しない」とし、また、国交

省当局は、人事院から「支給の運用

にあたり慎重になりすぎないよう

に」との指摘を受けていながら、運

用者の“保身”のためにその運用に

は「制限」をかけている実態が窺え

ます。

「手当も振替休暇もない」が９人、

「手当を申請していない」が１０２

人とただ働きになっているのではと

考えられます。



（５）　Ｎ０．３５０　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国交管ユニオンニュース　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０２１年３月２９日

47%

41%

10%

32%

15%

58%

25%

12%

7%

4%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

育児、子育て

家族の介護

女性職員の活躍機会向上

災害時の公共交通機関運休や道路通行止め等出

勤困難時の業務継続

深夜や休日の事故や災害等緊急を要する対応が

可能

長時間通勤解消

単身赴任解消

超過勤務縮減

業務の効率化

その他

不明

38%

14%

27%

10%

16%

21%

16%

13%

12%

9%

8%

4%

12%

5%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

自分の仕事が進まない

部下職員の仕事が進まない

部下職員の勤務状況が把握出来ない

部下職員の健康状態が把握出来ない

自宅で職場パソコンのメール送受信が出来ない

自宅で職場パソコンのサーバーからのデータ取得・

更新が出来ない

官貸与のパソコンの持ち帰りが面倒

在宅勤務の申請、業務報告が煩雑

自宅に在宅勤務に適した場所がない

通信費用、電気料金が発生した

私物パソコンやカメラ・マイク、通信機器の購入など

の費用負担が発生した

超過勤務の原則禁止

その他

不明

32%

20%

57%

10%

19%

11%

22%

22%

12%

7%

7%

3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

業務の見直し、簡素化

業務量に見合う職員の増員

テレワーク機器の配備

在宅勤務は申請でなく、任命権者等からの命令とする

在宅勤務の申請、報告、勤務時間管理等の手続簡素化

部下職員の勤務状況が把握出来るシステムの導入

自宅以外での勤務を可能とする

通信費用、電気料金の官負担

在宅勤務手当の新設

超過勤務を可能とする

その他

不明

48%

86%

12%

1%

11%

10%

1%

7%

0%

0%

1%

0%

4%

2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ヒアリングや会議の中止

ヒアリングや会議をＴＶ会議で実施

報告や調査物など期限の延期、中止

工事・業務の発注見送り

工事・業務の一時中止

工事・業務の工期・納期延期

工事・業務の検査の中止

会計検査の中止、延期

受注者との契約・支払い事務の先送り

職員の給与・手当事務の先送り

用地事務の先送り

河川・道路占用事務の受付中止、協議・許可の先送り

その他

不明

（ 設 問 ５ ） 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 防 止 対 策 等 に つ い て

職場実態が明らかに
「在宅勤務日に出勤したことがあ

る」が１２％あり、感染防止対策の

実施が困難な職場状況があります。

機器の配備は不十分
「使用していない」が３０％あり、

テレワーク機器の配備が不十分です。

業務の見直しが進む
「ヒアリングや会議をTV会議で実

施」が８６％、「ヒヤリングや会議の

中止」が４８％と多数となっています。

ヒヤリングや会議のための業務が過重

労働となっていたのではと思われます。

業務が進まないなど、多くの課題が明らかに
「仕事が進まない」とか「部下職員の勤務状況が把握出

来ない」とか「データが更新できない」とか在宅勤務を行

う中で多くの課題が発生しています。 また「通信、電気

費用」など個人負担も発生しています。

そ
の
他
の
主
な
意
見

（
設
問
）
４--
２--

２

《
再
任
用
の
改
善
》

・
業
務
内
容
、
能
力
に
応
じ
た
処
遇
。

・
職
員
と
同
等
の
処
遇
と
し
て
欲
し
い
。

・
扶
養
手
当
の
支
給
。

・
災
害
時
の
体
制
に
入
れ
る
よ
う
に
す
る
。

・
や
り
が
い
の
あ
る
仕
事
の
内
容
。

・
フ
ル
タ
イ
ム
が
基
本
。

・
フ
ル
タ
イ
ム
以
外
は
別
枠
に
。

・
サ
ー
ビ
ス
残
業
。
手
当
未
払
い
を
な
く
す
。

・
希
望
の
勤
務
地
と
し
て
欲
し
い
。

（
設
問
）
４--

３

《
定
年
延
長
に
つ
い
て
》

・
定
年
延
長
は
反
対
。

・
定
年
後
は
７
割
の
給
与
で
い
い
。

・
年
金
制
度
を
元
に
戻
し
、
世
代
間
の
格
差
を

な
く
し
て
欲
し
い
。

・
一
律
に
役
職
定
年
導
入
で
な
く
、
一
定
の
基

準
、
本
人
の
希
望
に
よ
り
判
断
。

・
文
化
的
な
生
活
が
で
き
る
給
与
水
準
に
。

・
定
年
延
長
は
求
め
な
い
。
年
金
制
度
の
改
善

を
求
め
る
。

（
設
問
）
４--

４

《
早
期
退
職
募
集
制
度
、
民
間
再
就
職
に

つ
い
て
》

・
民
間
が
求
め
る
な
ら
在
職
中
の
休
職
を
認
め

る
な
ど
、
法
律
を
弾
力
化
し
て
意
欲
あ
る
人
を

外
に
出
し
、
若
年
層
を
採
用
し
て
活
性
化
を

図
っ
て
は
ど
う
か
。

・
Ｏ
Ｂ
の
関
与
は
全
て
排
除
す
べ
き
。

・
経
験
を
生
か
せ
る
こ
と
は
重
要
。

・
民
間
か
ら
必
要
と
さ
れ
る
場
合
は
、
認

め
る
。

・
積
極
的
に
活
用
。
但
し
、
関
連
業
界
等

へ
は
規
制
、
副
所
長
以
外
も
含
め
規
制
。

・
業
界
と
の
癒
着
が
制
度
で
保
護
さ
れ
て

い
る
よ
う
に
感
じ
る
。

・
上
司
の
顔
色
を
伺
い
、
人
事
評
価
を
上

げ
る
こ
と
に
没
頭
す
る
職
員
が
で
て
く
る
。

・
６
５
歳
ま
で
の
生
活
を
考
え
る
と
や
む

得
な
い
こ
と
。

・
組
織
の
活
性
化
は
増
員
に
よ
る
べ
き
。

１．感染防止に関する執務環境の整備について、感染

防止対策が十分に取られていますか。

３－１．在宅勤務の実施について
３－２．テレワーク機器の配備状況

３－４．在宅勤務の課題を解決するために求めること 【複数回答可】

３－５．(1) 在宅勤務の拡大への賛否について

在宅勤務は半数賛成
在宅勤務の拡大については

59％が賛成ですが、16％が

拡大に反対しています。

３－３．在宅勤務で困ったこと 【複数回答可】

２．業務執行について、過重労働にならないよう業務の見直し等が行われていま

すか。【複数回答可】

３－５．(2) 在宅勤務の拡大により効果が見込める事項 【複数回答可】




